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議案第 １ 号

   平成３０年度生駒市一般会計予算

 平成３０年度生駒市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３５，７８３，０００千円と

定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

 （債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」

による。

 （一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は５，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ
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た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 市税 　　　１６，７５７，８９０

 1 市民税 　　　　８，９９３，８１１

 2 固定資産税 　　　　５，９６３，２１３

 3 軽自動車税 　　　　　　１４０，４７４

 4 市たばこ税 　　　　　　３８６，３１７

 5 特別土地保有税 　　　　　　　　　　　３１

 6 都市計画税 　　　　１，２７４，０４４

 2 地方譲与税 　　　　　　２６０，７５１

 1 自動車重量譲与税 　　　　　　１９０，５４３

 2 地方揮発油譲与税 　　　　　　　７０，２０８

 3 利子割交付金 　　　　　　　５４，３５０

 1 利子割交付金 　　　　　　　５４，３５０

 4 配当割交付金 　　　　　　３３２，１１６

 1 配当割交付金 　　　　　　３３２，１１６

 5 株式等譲渡所得割交付金 　　　　　　２４６，７０５

 1 株式等譲渡所得割交付金 　　　　　　２４６，７０５

 6 地方消費税交付金 　　　　１，７８６，２４７
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［単位　千円］

款 項 金      額

 1 地方消費税交付金 　　　　１，７８６，２４７

 7 ゴルフ場利用税交付金 　　　　　　　　６，２７３

 1 ゴルフ場利用税交付金 　　　　　　　　６，２７３

 8 自動車取得税交付金 　　　　　　１１８，３０５

 1 自動車取得税交付金 　　　　　　１１８，３０５

 9 地方特例交付金 　　　　　　１０２，６７３

 1 地方特例交付金 　　　　　　１０２，６７３

10 地方交付税 　　　　３，３４６，０００

 1 地方交付税 　　　　３，３４６，０００

11 交通安全対策特別交付金 　　　　　　　１４，６７５

 1 交通安全対策特別交付金 　　　　　　　１４，６７５

12 分担金及び負担金 　　　　　　２３８，６７５

 1 負担金 　　　　　　２３８，６７５

13 使用料及び手数料 　　　　　　９８６，２６４

 1 使用料 　　　　　　６４３，０７９

 2 手数料 　　　　　　３４３，１８５

14 国庫支出金 　　　　４，９０６，０２８

 1 国庫負担金 　　　　４，３８６，４４１

 2 国庫補助金 　　　　　　４９３，７０９
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［単位　千円］

款 項 金      額

 3 委託金 　　　　　　　２５，８７８

15 県支出金 　　　　２，３６５，２７０

 1 県負担金 　　　　１，６８５，９１０

 2 県補助金 　　　　　　４７４，７０６

 3 委託金 　　　　　　２０４，６５４

16 財産収入 　　　　　　　９９，６０７

 1 財産運用収入 　　　　　　　３７，３７１

 2 財産売払収入 　　　　　　　６２，２３６

17 寄附金 　　　　　　１２９，３５５

 1 寄附金 　　　　　　１２９，３５５

18 繰入金 　　　　　　９７４，５８７

 1 基金繰入金 　　　　　　９７４，５８７

19 繰越金 　　　　　　２７０，０００

 1 繰越金 　　　　　　２７０，０００

20 諸収入 　　　　　　９４７，０２９

 1 延滞金加算金及び過料 　　　　　　　１０，０５０

 2 市預金利子 　　　　　　　　　　２１６

 3 貸付金元利収入 　　　　　　　　２，４７１

 4 雑入 　　　　　　９３４，２９２
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［単位　千円］

款 項 金      額

21 市債 　　　　１，８４０，２００

 1 市債 　　　　１，８４０，２００

歳       入       合       計 　　　３５，７８３，０００
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歳 出
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 議会費 　　　　　　３５１，８９７

 1 議会費 　　　　　　３５１，８９７

 2 総務費 　　　　３，９５４，２７６

 1 総務管理費 　　　　２，９７１，５１０

 2 徴税費 　　　　　　６４５，９８５

 3 戸籍住民基本台帳費 　　　　　　２４１，２３０

 4 選挙費 　　　　　　　５４，１６２

 5 統計調査費 　　　　　　　　６，４６８

 6 監査委員費 　　　　　　　３４，９２１

 3 民生費 　　　１４，７３４，６６９

 1 社会福祉費 　　　　５，８５８，９８５

 2 児童福祉費 　　　　６，５３４，１３６

 3 生活保護費 　　　　１，５６３，３０８

 4 災害救助費 　　　　　　　　　　５３７

 5 国民健康保険費 　　　　　　７７７，７０３

 4 衛生費 　　　　３，９９４，５５４

 1 保健衛生費 　　　　１，７３５，８９１

 2 清掃費 　　　　２，２５８，６６３
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［単位　千円］

款 項 金      額

 5 産業経済費 　　　　　　４４２，７９８

 1 農業費 　　　　　　１８８，４５２

 2 商工費 　　　　　　２５４，３４６

 6 土木費 　　　　３，６２３，９７２

 1 土木管理費 　　　　　　２１１，３４６

 2 道路橋梁及び河川費 　　　　　　９８３，３４０

 3 都市計画費 　　　　１，２９０，９０１

 4 住宅費 　　　　　　１１２，４０４

 5 下水道費 　　　　１，０２５，９８１

 7 消防費 　　　　１，４６７，７６４

 1 消防費 　　　　１，４６７，７６４

 8 教育費 　　　　４，０７５，３６６

 1 教育総務費 　　　　　　３３４，７５０

 2 小学校費 　　　　　　４４９，２９１

 3 中学校費 　　　　　　３０５，１４４

 4 幼稚園費 　　　　　　７４７，０８１

 5 社会教育費 　　　　１，０４０，２８０

 6 保健体育費 　　　　１，１９８，８２０

 9 災害復旧費 　　　　　　　１０，１５０
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［単位　千円］

款 項 金      額

 1 土木災害復旧費 　　　　　　　　３，６５０

 2 農林業施設災害復旧費 　　　　　　　　６，５００

10 公債費 　　　　３，０７７，５５４

 1 公債費 　　　　３，０７７，５５４

11 予備費 　　　　　　　５０，０００

 1 予備費 　　　　　　　５０，０００

歳       出       合       計 　　　３５，７８３，０００
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事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

　市内中小企業者に対する奈良県信用保証
協会との契約による中小企業融資損失補償

　市内中小企業者が、奈良県信用
保証協会の行う融資保証に係る保
証債務の返済を完了するまで

　市内中小企業者の、奈良県信用
保証協会が行う融資保証に係る保
証債務のうち、未返済元利総額の
２０％相当額

平成３０年度から
平成３１年度まで

平成３０年度から
平成３１年度まで

平成３０年度から
平成３１年度まで

平成３０年度から
平成３１年度まで

平成３０年度から
平成３１年度まで

路面性状調査及び道路付帯施設等
位 置 デ ー タ 整 備 業 務

平成３０年度以降
　事項欄記載事項の用地等の事業
資金1,374,220千円及びこれに対
する利子相当額

財 務 会 計 シ ス テ ム 整 備 業 務 ４０，０００千円

　土地開発公社が用地取得等を行うための
事業資金の借入に対する債務保証

平成３１年度地 籍 調 査 測 量 業 務

１０５，９８２千円

１６，４０５千円

５，７７５千円

平成３１年度消 防 本 部 附 属 棟 耐 震 改 築 工 事

関 西 文 化 学 術 研 究 都 市
高山地区第２工区測量登記業務

１７５，５８９千円

平成３１年度

市 長 ・ 市 議 会 議 員 選 挙 業 務 ２０，４１２千円

知 事 ・ 県 議 会 議 員 選 挙 業 務 １１，２５２千円

第 ２ 表 債 務 負 担 行 為

固定資産税納税通知書封入業務 ８１０千円

広 報 紙 ・ 議 会 報 印 刷 等 業 務 平成３１年度 ７，９２１千円
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第 ３ 表  地 方 債 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

千円 

土地改良事業 6,900

証 書 借 入

又 は

証 券 発 行

5.0％以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る場合について、利

率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率）

 政府資金についてはその融資

条件により、銀行その他の場合

にはその債権者と協定するもの

とする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を

短縮し、若しくは繰上償還又は

低利に借換えることができる。 

道路橋梁及び

河川整備事業 
113,400 〃 〃 〃 

公共施設トイレ

改 修 事 業 
9,000 〃 〃 〃 

消 防 施 設

整 備 事 業
44,000 〃 〃 〃 

消防緊急車両

機能強化事業 
74,200 〃 〃 〃 

生涯学習施設

整 備 事 業 
61,700 〃 〃 〃 

臨時財政対策 1,531,000 〃 〃 〃 

計 1,840,200
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公 共 施 設 整 備 基 金 特 別 会 計
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議案第 ２ 号

  平成３０年度生駒市公共施設整備基金特別会計予算

 平成３０年度生駒市の公共施設整備基金特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４，８１２千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 財産収入 　　　　　　　　１，３６２

 1 財産運用収入 　　　　　　　　１，３６２

 2 寄附金 　　　　　　　１３，４５０

 1 寄附金 　　　　　　　１３，４５０

歳       入       合       計 　　　　　　　１４，８１２
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介 護 保 険 特 別 会 計
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議案第 ３ 号

  平成３０年度生駒市介護保険特別会計予算

 平成３０年度生駒市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，０７８，５５３千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。

 （歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規

定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 保険料 　　　　２，１６０，５１２

 1 介護保険料 　　　　２，１６０，５１２

 2 使用料及び手数料 　　　　　　　　　　２６３

 1 手数料 　　　　　　　　　　２６３

 3 国庫支出金 　　　　１，４７２，２６８

 1 国庫負担金 　　　　１，３１１，３３８

 2 国庫補助金 　　　　　　１６０，９３０

 4 支払基金交付金 　　　　２，０３９，８６４

 1 支払基金交付金 　　　　２，０３９，８６４

 5 県支出金 　　　　１，１３２，３２０

 1 県負担金 　　　　１，０６４，６３３

 2 県補助金 　　　　　　　６７，６８７

 6 財産収入 　　　　　　　　　　９０８

 1 財産運用収入 　　　　　　　　　　９０８

 7 繰入金 　　　　１，２７１，４２０

 1 一般会計繰入金 　　　　１，２７１，４２０

 8 繰越金 　　　　　　　　　　　１０
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［単位　千円］

款 項 金      額

 1 繰越金 　　　　　　　　　　　１０

 9 諸収入 　　　　　　　　　　９８８

 1 延滞金及び加算金 　　　　　　　　　　１２３

 2 雑入 　　　　　　　　　　８６５

歳       入       合       計 　　　　８，０７８，５５３
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歳 出
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 総務費 　　　　　　２７４，８０５

 1 総務管理費 　　　　　　２１７，６３８

 2 徴収費 　　　　　　　　２，８４９

 3 介護認定審査会費 　　　　　　　５３，３５８

 4 趣旨普及費 　　　　　　　　　　９６０

 2 保険給付費 　　　　７，３１０，６７６

 1 介護サービス等諸費 　　　　６，８８２，８８９

 2 高額介護サービス費 　　　　　　２１２，００９

 3 介護保険諸費 　　　　　　　１０，４５３

 4 特定入所者介護サービス
等費

　　　　　　２０５，３２５

 3 地域支援事業費 　　　　　　４３７，３０５

 1 介護予防・日常生活支援
総合事業費

　　　　　　２４４，３７３

 2 包括的支援等事業費 　　　　　　１９２，９３２

 4 基金積立金 　　　　　　　４１，３０２

 1 基金積立金 　　　　　　　４１，３０２

 5 諸支出金 　　　　　　　　４，４６５

 1 償還金及び還付加算金 　　　　　　　　４，４６５

 6 予備費 　　　　　　　１０，０００
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［単位　千円］

款 項 金      額

 1 予備費 　　　　　　　１０，０００

歳       出       合       計 　　　　８，０７８，５５３
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
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議案第 ４ 号

  平成３０年度生駒市国民健康保険特別会計予算

 平成３０年度生駒市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１，２８４，２８２千円と

定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。

 （一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定に

よる一時借入金の借入れの最高額は３００，０００千円と定める。

 （歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 国民健康保険税 　　　　２，４５８，５１５

 1 国民健康保険税 　　　　２，４５８，５１５

 2 使用料及び手数料 　　　　　　　　　　４９９

 1 手数料 　　　　　　　　　　４９９

 3 国庫支出金 　　　　　　　　　　　　２

 1 国庫負担金 　　　　　　　　　　　　１

 2 国庫補助金 　　　　　　　　　　　　１

 4 療養給付費交付金 　　　　　　　　　　　　１

 1 療養給付費交付金 　　　　　　　　　　　　１

 5 県支出金 　　　　７，９２８，２４３

 1 県負担金 　　　　　　　２９，９２０

 2 県補助金 　　　　７，８９８，３２２

 3 財政安定化基金交付金 　　　　　　　　　　　　１

 6 財産収入 　　　　　　　　２，０３４

 1 財産運用収入 　　　　　　　　２，０３４

 7 繰入金 　　　　　　８７６，１４５

 1 一般会計繰入金 　　　　　　７７７，７０３
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［単位　千円］

款 項 金      額

 2 基金繰入金 　　　　　　　９８，４４２

 8 繰越金 　　　　　　　　　　　　１

 1 繰越金 　　　　　　　　　　　　１

 9 諸収入 　　　　　　　１８，８４２

 1 延滞金及び過料 　　　　　　　　３，０６０

 2 預金利子 　　　　　　　　　　　１０

 3 雑入 　　　　　　　１４，６７２

 4 療養費等指定公費返還金 　　　　　　　　１，１００

歳       入       合       計 　　　１１，２８４，２８２
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歳 出
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 総務費 　　　　　　１８０，２１１

 1 総務管理費 　　　　　　１６４，４６１

 2 徴税費 　　　　　　　１３，９５３

 3 運営協議会費 　　　　　　　　　　３６７

 4 趣旨普及費 　　　　　　　　１，４３０

 2 保険給付費 　　　　７，８３９，３３７

 1 療養諸費 　　　　６，９１８，２５１

 2 高額療養費 　　　　　　８７７，８６５

 3 移送費 　　　　　　　　　　３００

 4 出産育児諸費 　　　　　　　３７，８２１

 5 葬祭諸費 　　　　　　　　５，１００

 3 国民健康保険事業費納付
金

　　　　３，１１０，８０５

 1 医療給付費 　　　　１，８７６，６８７

 2 後期高齢者支援金等 　　　　　　７６３，７３７

 3 介護納付金 　　　　　　２６９，２７０

 4 その他納付金 　　　　　　２０１，１１１

 4 共同事業拠出金 　　　　　　　　　　　１０

 1 共同事業拠出金 　　　　　　　　　　　１０
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［単位　千円］

款 項 金      額

 5 財政安定化基金拠出金 　　　　　　　　　　　　１

 1 財政安定化基金拠出金 　　　　　　　　　　　　１

 6 保健事業費 　　　　　　１１０，５８４

 1 特定健康診査等事業費 　　　　　　１０２，３２５

 2 保健事業費 　　　　　　　　８，２５９

 7 基金積立金 　　　　　　　　２，０３４

 1 基金積立金 　　　　　　　　２，０３４

 8 公債費 　　　　　　　　　　１００

 1 公債費 　　　　　　　　　　１００

 9 諸支出金 　　　　　　　１１，２００

 1 償還金及び還付加算金 　　　　　　　１０，１００

 2 療養費等指定公費立替金 　　　　　　　　１，１００

10 予備費 　　　　　　　３０，０００

 1 予備費 　　　　　　　３０，０００

歳       出       合       計 　　　１１，２８４，２８２
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
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議案第 ５ 号

  平成３０年度生駒市後期高齢者医療特別会計予算

 平成３０年度生駒市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，８７９，８０１千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 後期高齢者医療保険料 　　　　１，５５４，６４７

 1 後期高齢者医療保険料 　　　　１，５５４，６４７

 2 使用料及び手数料 　　　　　　　　　　　１４

 1 手数料 　　　　　　　　　　　１４

 3 国庫支出金 　　　　　　　　２，８６２

 1 国庫補助金 　　　　　　　　２，８６２

 4 繰入金 　　　　　　３１６，２３７

 1 一般会計繰入金 　　　　　　３１６，２３７

 5 繰越金 　　　　　　　　３，０００

 1 繰越金 　　　　　　　　３，０００

 6 諸収入 　　　　　　　　３，０４１

 1 延滞金加算金及び過料 　　　　　　　　　　　１１

 2 償還金及び還付加算金 　　　　　　　　３，０１０

 3 雑入 　　　　　　　　　　　２０

歳       入       合       計 　　　　１，８７９，８０１
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歳 出
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 総務費 　　　　　　　４７，４８９

 1 総務管理費 　　　　　　　４７，４８９

 2 後期高齢者医療広域連合
納付金

　　　　１，８２４，３０２

 1 後期高齢者医療広域連合
納付金

　　　　１，８２４，３０２

 3 諸支出金 　　　　　　　　３，０１０

 1 償還金及び還付加算金 　　　　　　　　３，０１０

 4 予備費 　　　　　　　　５，０００

 1 予備費 　　　　　　　　５，０００

歳       出       合       計 　　　　１，８７９，８０１
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下 水 道 事 業 特 別 会 計
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議案第 ６ 号

   平成３０年度生駒市下水道事業特別会計予算

 平成３０年度生駒市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，０４６，５９６千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」

による。

  平成３０年３月６日提出

                   生駒市長 小 紫 雅 史 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 分担金及び負担金 　　　　　　　３３，４４９

 1 負担金 　　　　　　　３３，４４９

 2 使用料及び手数料 　　　　　　９３１，０８７

 1 使用料 　　　　　　９３０，８６３

 2 手数料 　　　　　　　　　　２２４

 3 国庫支出金 　　　　　　１７５，０００

 1 国庫補助金 　　　　　　１７５，０００

 4 県支出金 　　　　　　　　　　６７２

 1 県補助金 　　　　　　　　　　６７２

 5 繰入金 　　　　１，０２５，９８１

 1 一般会計繰入金 　　　　１，０２５，９８１

 6 諸収入 　　　　　　　　　　　　２

 1 延滞金加算金及び過料 　　　　　　　　　　　　１

 2 雑入 　　　　　　　　　　　　１

 7 市債 　　　　　　８８０，４０５

 1 市債 　　　　　　８８０，４０５

歳       入       合       計 　　　　３，０４６，５９６
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歳 出
［単位　千円］

款 項 金      額

 1 下水道費 　　　　１，８３０，４７５

 1 下水道費 　　　　１，８３０，４７５

 2 公債費 　　　　１，２１２，１２１

 1 公債費 　　　　１，２１２，１２１

 3 予備費 　　　　　　　　４，０００

 1 予備費 　　　　　　　　４，０００

歳       出       合       計 　　　　３，０４６，５９６
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第 ２ 表  債務負担行為 

事 項 期 間 限 度 額

生駒市水洗便所改造資金とし
て、市民が取扱金融機関から受
ける融資に対する損失補償

融資金の借入日から償還完了
日まで

融資金の償還元利金及び
遅延利息の合計金額

第  ３  表   地  方  債 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

千円 

公共下水道事業 565,000

証 書 借 入

又 は

証 券 発 行

5.0％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる場

合について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該見直し後

の利率） 

政府資金についてはその融資

条件により、銀行その他の場合

にはその債権者と協定するもの

とする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を

短縮し、若しくは繰上償還又は

低利に借換えることができる。 

流域下水道事業 57,100 〃 〃 〃 

公営企業会計適用 16,800 〃 〃 〃 

公共下水道事業 

（ 借 換 債 ） 
241,505 〃 〃 〃 

計 880,405
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